
１　災害対策本部の体制を強化します。
　　市防災計画の見直しを随時行い、タイムライン、災害発生時対応マニュアルの整備や防災訓練の
実施をすることで、いざという時に万全な災害対策本部の体制を築きます。

【主な事業】
　□ 市防災計画の随時見直し　□ 災害発生時対応マニュアルの整備
　□ BCP（業務継続計画）の整備と見直し
　□ 受援計画の整備による災害対応体制の確保

施策3-1-1 防災体制の充実防災体制の充実
めざす姿
●災害による被害が最小限に抑えられ、市民の生命と財産が守られている。

課題と展望

取組の方向と主な事業

○　本市は昭和５４年、東海地震対策強化地域の指定を受けて以来、平成１７年の新潟県中越地震を
教訓に「駒ヶ根市大規模地震初動期対応計画」を策定し、平成１８年には、災害対策基本法に基づく
「駒ヶ根市地域防災計画」の全面見直しを行い、災害時に的確に対応できる体制の確立を目指して
います。
○　また、平成１９年には「駒ヶ根市国民保護計画」を定め、全国瞬時警報システム（J－Alert）の整
備を進め、国を挙げて有事に対する備えを進めてきました。
　市域を南北に走る活断層、急峻な山地、急勾配な河川などの自然条件は、地震、風水害、土砂災害
などの自然災害の危険をはらんでおり、とりわけ豪雨災害は多大な被害をもたらすため、防災対策
は緊急な課題となっています。
○　平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災以降、毎年のように地震や風水害などの大災害が日
本各地で発生しており、その都度、教訓を基に、地域防災計画の見直しを行っています。
　今後も、南海トラフや活断層など大災害の発生する危険性の高まりが指摘されており、広域的な受
援体制などを含め災害時に的確に対応できる防災体制づくりを進めます。

基本政策3-１
災害に強いまちづくりを進めます

災害対策活動に関する協定 防災訓練本部図上訓練
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２　情報収集・発信システムの強化を図ります。
　　防災行政無線の整備やエコーシティー駒ヶ岳などの放送会社との連携により防災情報基盤整備
の強化を図ります。また、雨量システムや防災業務支援システムを活用した情報収集・情報発信体
制の確立にも努めます。

【主な事業】
　□ 防災行政無線の整備事業
　□ 雨量システムや防災業務支援システムの活用
　□ 駒ヶ根市メール配信システム（緊急）の活用

３　防災備蓄資機材の充実と協力協定の締結に努めます。
　　大規模災害が発生した場合の被害を想定し、必要とされる食糧、生活必需品などの物資につい
て、あらかじめ備蓄を充実するとともに、関係事業者との供給協力協定の締結にも努めます。

【主な事業】
　□ 防災備蓄資機材の整備事業　□ 災害時応援協定の締結（市内外事業者など）

達成目標

役割分担

指標名 当初
（2012）

現状
（2017）

目標値
（2023） 備考

地域に安心できる
防災体制の
仕組みがある。

3.15
ポイント
（2011）

3.28
ポイント

3.58
ポイント

市民満足度調査の満足度（ポイント）

主体の役割

○自助・・自分と家族の命を守るための備え、準備をします。
○共助・・自主防災組織を強化します。近助の支えあいも強化します。

○災害対策を迅速に行える本部体制の充実を図ります。
○防災対策に関する研修会などを実施します。
○防災資機材整備を行います。

○安全・安心のまちづくりへの指導や助言をします。
○広域的な支援・受援体制を確立します。

主体の分類

個人（家庭）
地域

○自社の防災体制強化により従業員の安全を確保します。企業、事業所など

行
政

市
民
な
ど

駒ヶ根市

県（国）

【全国瞬時警報システム（J－Alert）】通信衛星と防災行政無線などを利用し、緊急情報を住民へ瞬時に伝達するシステム
【南海トラフ】四国の南の海底にある水深4,000m級の深い溝。活発で大規模な地震発生帯。

注1）市民満足度調査:まちづくりの指標として、2年に1度実施している市民意識調査。調査項目について、重要度と満足度を5段階（最
低1から最高5まで）で調査。
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➡

１　公共施設の耐震化事業を進めます。
　　保育園・幼稚園、福祉センターなど耐震性が課題となっている施設について、施設のあり方（施設
の必要性、改修か新設か整備の方向）、耐震改修の方法などを踏まえ、計画的に整備します。

施策3-1-2 公共施設・民間建築物の耐震化公共施設・民間建築物の耐震化
めざす姿
●既存建物（公共施設、民間建築物）について耐震性が確保されている。

課題と展望

取組の方向と主な事業

○　今後予想される地震災害に対して市民の生命、財産を守ることを目的に、市内の既存建築物の耐
震性能を確保するため、「駒ヶ根市耐震改修促進計画（第Ⅱ期）」に基づき、耐震診断と耐震改修を
促進しています。
○　公共施設については、災害発生時の対策本部となる市庁舎をはじめ、避難場所となる学校教育施
設の耐震改修をほぼ終了しています。今後は、保育園や幼稚園など未実施の公共施設について、計
画的な対応を進める必要があります。
○　一方、一般家屋などについては、耐震改修に伴うコスト、信頼できる事業者がわからないなどの
情報不足や、自分の家は大丈夫という根拠のない思い込みなどがあり、耐震診断や耐震改修が当初
の計画ほど進んでいないのが現状です。
○　住宅や建築物の耐震化を進めるためには、所有者が建築物の耐震化や防災対策を自らの問題と
してとらえ、自助努力により取り組むことが不可欠です。行政としては、啓発活動や、その後のフォ
ローなどを引き続き行います。

体育館耐震化（吊天井撤去前） 体育館耐震化（吊天井撤去後）
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【主な事業】
　□ 住宅・建築物安全ストック形成事業　
　□ 公共施設耐震改修事業

２　一般住宅の耐震化を推進します。
　（1）　所有者にとって耐震診断や耐震補強を行いやすい環境を整えます。
　（2）　負担軽減のための支援策の構築を行います。
　（3）　必要な施策を県や関係団体などと連携しながら実施します。
【主な事業】
　□ 住宅・建築物安全ストック形成事業（耐震診断・耐震補強）

達成目標

指標名 当初
（2012）

現状
（2017）

目標値
（2023） 備考

耐震化率
（公共施設） 83.0％ 94.9％ 100.0％

不特定多数の者が利用する施設、災害時に
拠点となる施設について、2023年までに耐
震化を終了します。

耐震化率
（一般住宅） 80.0％ 84.0％ 95.0％

役割分担
主体の役割

○住宅の耐震化や防災対策を自らの問題としてとらえ、積極的に取組ま
す。

○住宅の耐震化や防災対策について、地域住民の意識改革を行うための学
習会などを行います。

○状況把握し、耐震改修促進法改正に伴う耐震促進計画の見直しを行いま
す。

○対象建物所有者への通知、啓発を行います。

○負担軽減のための施策を構築し、支援を行います。

主体の分類

個人（家庭）

地域

○意識改革のための啓発や市や県との連携を図ります。関係団体

行
政

市
民
な
ど

駒ヶ根市

県（国）
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１　自主防災リーダーの育成・強化を図ります。
　　大規模災害時に中心となって活動していただく自主防災リーダーを育成するために研修会や情報
交換会を開催し、地域全体の自主防災組織の強化を図ります。また、防災士の資格取得支援を継続
し、防災のスペシャリストの育成を図ります。

施策3-1-3 地域防災力の強化（自主防災）地域防災力の強化（自主防災）
めざす姿
●いざという時に自らの力で被害の防止・軽減が図れる自主防災組織が
整っている。
●平常時には防災訓練などが、自主的に計画・実施できる自主防災組織が
整っている。

課題と展望

取組の方向と主な事業

○　昭和５４年の東海地震防災対策強化地域指定を受け、翌年には各区を単位に自主防災組織を編
成し、防災資機材の整備など組織強化への取組を促進してきました。
　平成７年１月の阪神・淡路大震災の教訓から、地域住民による防災力（共助）の重要性が認識され、
さらに平成２３年３月１１日の東日本大震災により隣近所が力を合わせて活動する自主防災組織の
重要性が再認識されました。
○　今後予想される南海トラフ大規模地震の被害は甚大であることが想定され、風水害や雪害といっ
た過去の災害教訓を踏まえると、行政による対応には限界があり、早期に実効性のある対策をとる
ためにも、自分の命は自分で守る「自助」、防災活動に組織的に取り組む｢共助｣、それらとともに
「公助」が有機的につながることで、被害の軽減を図る必要があります。
○　そのためには、自主防災組織の編成を常に見直し、平常時の防災に備える活動を継続して行うこ
とで、災害時の被害防止・軽減を図ることが期待できます。
　また、自主防災会長と自主防災リーダーが協力し、地区防災計画を作成し、独自の訓練など地域内
での積極的な防災･減災活動を行うことが求められています。

住民主導型警戒避難体制構築事業 防災訓練
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【主な事業】
　□ 自主防災リーダー研修会　□ リーダーを中心とした自主防災組織活動
　□ 防災士資格取得支援事業

２　防災備蓄資機材整備の支援をします。
　　自主防災会が、災害時に有効に使用できる災害用備蓄資機材の整備が図れるよう支援します。
【主な事業】
　□自主防災組織資機材整備補助金　　
　　　　　
３　防災訓練の充実と平時の防災意識高揚により地域防災力強化を図ります。
　　地域での防災訓練の充実を図るとともに、ハザードマップなどによる啓発・情報提供を行い、地
域における防災意識を高め、市民の防災意識の高揚と地域ぐるみの防災力強化を図ります。住民主
導型警戒避難体制構築事業により、土砂災害から命を守る取組を継続します。

【主な事業】
　□ 安否確認訓練の継続実施   □避難所開設・運営訓練の実施
　□ ハザードマップの作成、防災講習会など実施
　□ 住民主導型警戒避難体制構築事業の推進による地域の自主避難計画作成
　□ 自主防災会が自ら企画する自主防災訓練の実施

達成目標

指標名 当初
（2012）

現状
（2017）

目標値
（2023） 備考

防災訓練参加者数
（安否確認訓練
避難者数）

11,329人 24,584人 25,000人
防災訓練（安否確認）参加率80％を目標と
します。

自主防災リーダー
育成

35人 　61人 96人 各区6人以上のリーダー育成を目標としま
す。

役割分担
主体の役割

○災害時に自分と家族の命を守るための準備をします。

○自主防災組織の一員としての地域内の役割分担を明確にします。

○自主防災組織の全体的な活動内容のレベルアップを進めます。
○組織づくりへの指導や助言をします。

主体の分類

個人（家庭）

地域

行
政

市
民
な
ど

駒ヶ根市
県（国）

【ハザードマップ】自然災害による被害を予測し、その被害範囲を地図化したもの。
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１　消防団の活性化を進めます。
　　社会環境の変化により消防団員確保が難しくなっている現状から、魅力ある消防団づくりをめざ
すとともに、地域住民や事業所などの理解を深める広報活動や消防団組織の見直し、再配置など消
防活動の充実を進めます。

取組の方向と主な事業

施策3-1-4 地域防災力の強化（消防団）地域防災力の強化（消防団）
めざす姿
●消防団を魅力あるものと感じ、消防団員が確保されている。
●消防施設が整備され、消防力が強化されている。

課題と展望
○　消防団は、地域密着性・要員動員力・即時対応力などの特性を活かしながら、火災予防広報活
動、地域安全運動パトロール実施、初期消火や残火処理の他、集中豪雨など出水時の水防活動、大
規模災害時の住民の避難誘導支援や災害防御などの役割を担っており、常備消防とともに、消防団
が地域の安全確保のために果たす役割はますます大きくなっています。
○　しかし、社会情勢やライフスタイルの変化や価値観の変化により、消防団員の確保が難しく
なっています。こうした状況の中で、地域住民の安全安心を確保するため、消防団員の確保に向
けて消防団の活性化を図り、また、計画的な消防施設整備を進め、消防力の強化に努める必要が
あります。
○　魅力ある消防団づくりを進めるとともに、地域住民や事業所などに消防団活動の理解を深める
ことも必要となっています。

消防団ポンプ操法大会
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【主な事業】
　□ 消防団活動の広報、団活動の支援　□ 消防団協力事業所表示制度
　□ 適正な定員管理と機能別消防団員（ＯＢ団員）など組織見直し
 
２　計画的な消防施設整備を進めます。
　（1）　消防施設整備計画に基づき、消防ポンプ自動車や小型動力ポンプ付積載車の更新、整備を

進めます。
　（2）  地域の消防水利を確保するため、必要な箇所に消火栓の増設などを進めます。
【主な事業】
　□ 消防施設整備事業

達成目標

役割分担

指標名 当初
（2012）

現状
（2017）

目標値
（2023） 備考

消防団協力事業所
表示制度の認定
事業所数（累計）

13事業所 17事業所 25事業所

主体の役割

○消防団の活動を理解し、消防団に積極的に加入します。

○消防団員候補者の推薦など協力体制を構築します。

○魅力ある消防団をつくります。

○活動しやすい環境整備や団員確保の啓発活動を充実します。

○企業や事業所が協力しやすい環境を推進します。

主体の分類

個人（家庭）

地域

消防団

○消防団員が活動しやすい環境づくりに協力します。企業、事業所など

行
政

市
民
な
ど

駒ヶ根市

県（国）

【消防団協力事業所表示制度】消防団に積極的に協力している事業所などに対して表示証を交付し、事業所としての消防団への協力が
地域社会へ貢献していると評価することにより事業所の信頼性が向上するとともに、事業所の協力により消防防災力の充実強化の推
進を図ることを目的とする制度。
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施策3-1-5 土砂災害対策の推進土砂災害対策の推進
めざす姿
●豪雨、地震などによる土砂災害を心配することなく、安心して暮らすこ
とができる。

課題と展望
○　最大高低差２，０００メートル余の急峻な地形で脆弱な地質が広がっている本市では、近年各地で
発生しているゲリラ豪雨や地震による深層崩壊など土砂災害の危険と常に背中合わせの状態と
なっています。
○　こうした状況の中、長野県は「土砂災害防止法」に基づき、土石流の危険渓流及び急傾斜地崩壊
の危険箇所について基礎調査を実施し、土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域を指定しま
した。区域内には、家屋も多数あり、安心して暮らすことができるよう対応が求められています。
○　このため、土砂災害警戒区域の解消や荒廃渓流河川の整備を図り、土砂災害を未然に防ぎ、地域
住民が安心して暮らすことができるように、砂防事業の推進を図る必要があります。

完成した砂防えん堤 土砂災害警戒区域
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役割分担
主体の役割

○国・県との事業の調整を行います。

○砂防・急傾斜地崩壊対策事業の推進に協力します。

主体の分類

行
政

市
民
な
ど

駒ヶ根市

○事業の主体として、砂防・急傾斜地崩壊対策事業を推進します。県（国）

○砂防・急傾斜地崩壊対策事業の推進に協力します。個人（家庭）

地域

達成目標

指標名 当初
（2012）

現状
（2017）

目標値
（2023） 備考

土石流特別警戒区
域の解除数

0箇所 2箇所 4箇所 市内の土石流特別警戒区域　195箇所

急傾斜地の崩壊
特別警戒区域の
解除数

（※一部解除を含む）

0箇所 2箇所 4箇所

１　砂防事業を促進します。
　　ハザードマップに示されている土砂災害警戒区域の解消のための、砂防えん堤の設置、荒廃渓流
河川の整備推進を図ります。

【主な事業】
　□ 直轄砂防事業（国事業）　　　
　□ 通常砂防事業（県事業）

２　急傾斜地崩壊対策事業を推進します。
　　急傾斜地による土砂災害警戒区域の解消のための対策事業を推進します。
【主な事業】
　□ 急傾斜地崩壊対策事業（県事業）

取組の方向と主な事業

【ゲリラ豪雨】予測が困難な積乱雲の発生による突発的で局地的な豪雨。
【深層崩壊】山崩れ･がけ崩れなどの斜面崩壊のうち、表土層だけでなく深層の地盤までもが崩壊土塊となる比較的規模の大きな崩
壊現象。

市内の急傾斜地の崩壊特別警戒区域
261箇所
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➡

➡

施策3-1-6 市街地の排水対策の推進市街地の排水対策の推進
めざす姿
●住宅への浸水の心配がなく生活できる。

課題と展望
○　近年、地球温暖化に起因するとされる異常気象が多発し、局所的な集中豪雨等により、全国各地
で土石流や堤防の決壊・河川や水路の越水等による激甚な災害が発生しています。
○　本市においても台風の接近に伴う集中豪雨等により土砂災害や水路の越水が発生しており、新た
な水路整備や老朽化した施設の改修等が求められています。
○　特に市街地においては、地表のアスファルト化等に伴う急激な出水に加えて、多くの水路が暗渠
化される等、実態の把握と日常の管理が難しい状態となっており、対策が必要となっています。

河川改良（前） 河川改良（後）

道路改良（前） 道路改良（後）
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役割分担
主体の役割

○市管理の河川整備を進めます。

○水路の日常点検と草刈り、ゴミの回収などをします。

主体の分類

行
政

市
民
な
ど

駒ヶ根市

○一級河川など県管理の河川整備をします。県（国）

○宅地化の際の自己防衛による、水害の防止をします。個人（家庭）

地域

○農業用水の改修と管理（降雨時）をします。改良区

達成目標

指標名 当初
（2012）

現状
（2017）

目標値
（2023） 備考

中心市街地拠点
エリアにおける
水路改修

＿ ＿ 10箇所 応急対応も含めて累計10箇所の整備を行
う。

１　市街地の水路整備を図ります。
　　「立地適正化計画」における中心市街地拠点を中心とするエリアについて、暗渠化している水路
網等を調査し、実態の把握に取組ます。また、調査結果に基づき計画的な改修を行い、流下能力の
確保を図ります。

【主な事業】
　□ 用悪水路事業　□ 河川改良事業

２　側溝の整備を進めます。
　　恒常的な断面不足の既存側溝や未整備箇所の整備を進めます。
【主な事業】
　□ 道路維持事業　□ 用悪水路事業

３　河川の改修を進めます。
　　老朽化した河川施設の改修等を進め、流下能力の向上を図ります。
【主な事業】
　□ 河川改良事業

取組の方向と主な事業
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１　地域安全運動を推進します。
【主な事業】
　□ 季節別の地域安全運動の推進

施策3-2-1 防犯体制の強化防犯体制の強化
めざす姿
●犯罪がなく、安全で安心して暮らすことができている。
●暴力を許さない社会が形成されている。

課題と展望

取組の方向と主な事業

○　犯罪のない安全・安心の社会をつくることが地域住民の願いです。各種防犯活動を推進して、地
域安全思想を高揚するとともに、犯罪を防止し、明るく豊かで住みよい環境と市民の福祉増進に寄
与する防犯体制が求められています。
○　近年、地域的な犯罪やインターネットなどの情報通信を介在した犯罪など、高齢者や子どもたち
をねらった事案が多くなっております。このような事案に対して行政、警察、学校、地域が連携して
取り組むことが重要です。
○　また、このような事案が万が一発生した場合に、市民に対して情報提供の手段を確保し、適切な
情報を迅速に提供する必要があります。

基本政策3-2
安全に暮らせるまちづくりを進めます

交通安全・暴力追放市民大会
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２　暴力追放運動を推進します。
　　駒ヶ根市暴力団排除条例に基づき、地域社会からの暴力団排除活動を市や市民、事業者が一体
となって推進します。

【主な事業】
　□ 駒ヶ根市暴力追放市民大会

３　防犯環境の整備や犯罪の防止活動を推進します。
【主な事業】
　□ 防犯灯の設置や改修支援事業
　□ メール配信サービスなどを利用した情報提供

４　関係機関、団体との連携活動に取組ます。
【主な事業】
　□ 関係機関などとの連絡会の開催

達成目標

役割分担

指標名 当初
（2012）

現状
（2017）

目標値
（2023） 備考

夜間でも安心して
出歩くことが
できる。

2.79
ポイント
（2011）

2.87
ポイント

3.11
ポイント

市民満足度調査の満足度（ポイント）

犯罪（刑法犯）
発生件数

236件 127件 100件 駒ヶ根市内における犯罪統計数値

主体の役割

○防犯対策を行うとともに、防犯活動などに協力します。
○事案が発生した時に関係機関などへ通報します。

○地域として防犯体制を推進し、犯罪などから地域を守ります。
○事案が発生した時に関係機関などへ通報します。

○日頃から市民への啓発活動（防犯、消費者被害など）に取組ます。
○事案発生時に適切な情報提供を行います。
○防犯灯設置を支援します。

○市や関係団体などと連携するとともに、適切な情報提供や活動に対する支
援を行います。

主体の分類

個人（家庭）

地域

行
政

市
民
な
ど

駒ヶ根市

県（国）

注1）市民満足度調査:まちづくりの指標として、2年に1度実施している市民意識調査。調査項目について、重要度と満足度を5段階（最
低1から最高5まで）で調査。
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１　交通安全思想の普及を推進します。
　　子どもから高齢者まで各層の行動範囲や活動内容に応じたきめ細かい交通安全思想の普及に努
め、「交通安全は自分が主役」という意識の高揚を図り、講座、研修会、広報を通じて飲酒運転撲
滅、シートベルト・チャイルドシート着用の徹底を推進します。

【主な事業】
　□ 季節別の交通安全運動の推進

取組の方向と主な事業

施策3-2-2 交通安全対策の推進交通安全対策の推進
めざす姿
●交通事故に遭うことなく安全に暮らせる。

課題と展望
○　高齢化が進む中で、高齢者や交通弱者のための道路整備や環境にやさしい交通対策が求められ
ています。
○　交通事故発生状況は、件数、負傷者とも平成１６年から減少傾向にありますが、交通事故の当事
者の半数以上を占める若者や女性、高齢者の交通事故を防止するため、事故多発地点の重点的整
備をはじめ、子どもから高齢者にいたる体系的な交通安全教育の推進、交通事故相談機能や交通
災害共済制度の充実が求められます。

交通安全人波作戦
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２　交通安全施設整備を進めます。
【主な事業】
　□ 交通安全施設の整備事業

３　高齢者の運転免許証自主返納を推進します。
　　警察署との連携により高齢者ドライバーの運転免許自主返納における相談活動の充実に努めま
す。

【主な事業】
　□ 運転免許証を自主返納された方々への支援事業

４　県民交通災害共済を推進します。
　　被害者に対する救済を図るため、交通災害共済制度への加入を促進し、重大化する事故内容に対
応できる制度の充実を求めていきます。

【主な事業】
　□ 交通災害共済制度の加入促進

達成目標

役割分担

指標名 当初
（2012）

現状
（2017）

目標値
（2023） 備考

市内における
交通事故死傷者数 131人 74人 60人

道路は歩行者に
とって安全で
ある。

2.74
ポイント
（2011）

2.80
ポイント

3.20
ポイント

主体の役割

○交通安全に心掛けるとともに、交通法規を遵守します。

○交通安全意識高揚の推進、広報啓発を推進します。

○従業員に対して交通法規を遵守するよう指導します。

○交通安全意識高揚の推進、広報啓発を進めるとともに、交通安全施設の
整備を計画的に進めます。

○交通安全意識高揚の推進、広報啓発を推進します。

主体の分類

個人（家庭）

地域

企業、事業所など

行
政

市
民
な
ど

駒ヶ根市

県（国）

注1）市民満足度調査：まちづくりの指標として、2年に1度実施している市民意識調査。調査項目について、重要度と満足度を5段階（最
低1から最高5まで）で調査。

市民満足度調査の満足度（ポイント）
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１　高齢者や若年層に対する啓発活動の充実・強化を図ります。
　　公民館の講座などにおける研修会やチラシの配布などの啓発活動を行うとともに、市報やＣＡＴ
Ｖ、有線告知放送などを活用し、適時適切な情報提供に努めます。

【主な事業】
　□ 市報、ホームページなどを利用した情報提供

２　自立した消費者を育成するための取組をします。
　　市内の消費者団体や消費生活サポーターとの連携により、幼児期から高齢期までの段階特性に
配慮しながら、市民が消費生活に関する知識を習得し、適切な行動に結び付ける能力の確保を図り
ます。

取組の方向と主な事業

施策3-2-3 消費生活対策の推進消費生活対策の推進
めざす姿
●市民が安心して消費生活を送っている。
●消費トラブルや犯罪に巻きこまれない。

課題と展望
○　平成21年の消費者庁の設置や「消費者安全法」の施行などの法体系整備以降、平成24年の「消
費者教育の推進に関する法律」制定や平成27年の「消費者基本計画」の閣議決定などにより、地方
公共団体には、これまで以上に消費者が安全・安心で豊かな消費生活が送れるよう、消費者行政の
充実・強化を図ることが求められています。
○　近年、電話勧誘による消費トラブルや、「還付金請求」「架空請求」「おれおれ詐欺」などの「特殊
詐欺」といった巧妙で悪質化した犯罪など、社会・経済活動の複雑化や高度情報化などを背景にし
た新しい課題や犯罪が増加しています。特にこれらの被害の多い高齢者や若年者などに対し、正し
い情報や対処法を早期かつ継続的に周知徹底する必要があります。併せて、高齢者などには、身近
な関係者の支援が欠かせないことから、関係機関・団体などとの連携や情報の共有化も必要です。
○　当市では、平成27年度に「消費生活センター」を設置し、
消費者の安全安心の確保に向け、消費者トラブルや犯罪な
どへの迅速な対応や、自立した消費者育成のための基盤整
備などを実施しています。今後は、さらに消費者の消費に対
する意識を高めるための教育について取り組むことも重要
になっています。

消費生活センターの様子
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【主な事業】
　□ 消費者団体の自主的な学習機会の開催支援
　□ 消費者セミナーの開催（県消費生活センターとの連携）

３　消費者保護対策を推進します。
　　気軽に相談できる窓口としての「駒ヶ根市消費生活センター」を中心に、県消費生活センターなど
と連携しながら相談業務を充実します。

【主な事業】
　□ 消費生活相談事業　□ 特殊詐欺防止対策機器の貸し出し
　□ 特殊詐欺等の犯罪発生時の防災無線やページング放送などによる情報の周知

達成目標

役割分担

指標名 当初
（2012）

現状
（2017）

目標値
（2023） 備考

消費生活の
トラブルが
少ない。

3.55
ポイント
（2011）

3.54
ポイント

3.60
ポイント

主体の役割

○消費生活に関する講座や事業などへ積極的に参加します。
○特殊詐欺関連情報や、悪質な業者などの情報に接した場合には、警察や市
など関係機関へ通報、情報提供します。

○特殊詐欺関連情報や、悪質な業者などの情報に接した場合には、警察や市
など関係機関へ通報、情報提供します。

○小売店などにおいては、分かりやすい表示をするなど、地域住民の円滑な
消費活動が妨げられないようにします。

○情報提供や講座などによる啓発教育活動をします。
○駒ヶ根市消費生活センター機能を確保し、消費生活に関する相談を行い
ます。

○特殊詐欺等の犯罪に関する情報周知を行います。

○市町村や市町村消費生活センターと連携して消費生活に関する情報提供
や教育活動をします。

○市町村や市町村消費生活センターで対応できない専門的な相談などに対
応できる体制を整備します。

主体の分類

個人（家庭）・
地域

企業・事業所など

行
政

市
民
な
ど

駒ヶ根市

県（国）

注1）市民満足度調査：まちづくりの指標として、2年に1度実施している市民意識調査。調査項目について、重要度と満足度を5段階（最
低1から最高5まで）で調査。

市民満足度調査の満足度（ポイント）
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